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社会福祉施設等における新型コロナウイルスの感染拡大防止のための留意事項について

平素より、東京都の障害者福祉施策にご理解とご協力をいただき有難うございます。
2 月 22 日に都内の施設職員が新型コロナウイルスに感染する事例が発生したことを踏ま

え、2 月 23 日付厚生労働省事務連絡で感染症対策の徹底等をお願いしたところです。
今般別紙のとおり、改めて感染拡大防止のための留意事項を取りまとめました。これま

でも、各施設等には新型コロナウイルスへの対応をお願いしておりますが、引き続き、感
染予防、拡大防止を徹底していただきますよう重ねてお願い致します。

（参考）高齢者介護施設における感染対策マニュアル
https://www.mhlw.go.jp/content/000500646.pdf
保育所における感染症対策ガイドライン
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-
Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf

【感染が疑われる場合の対応について】
速やかに最寄りの保健所に相談・報告をしてください。
また、感染が確定した場合、東京都及び区市町村へお電話によりご一報いただき、その

後、東京都へ事故報告書を FAX 又はご郵送ください。

【関連リンク】
〇東京都 新型コロナウイルス感染症電話相談窓口（東京都福祉保健局）

https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/iryo/kansen/coronasodan.html
〇新型コロナウイルス関連肺炎に関する情報（東京都感染症情報センター）

http://idsc.tokyo-eiken.go.jp/diseases/2019-ncov/
〇新型コロナウイルス感染症について（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html



【報告先】
【障害者支援施設・生活介護・自立訓練】

施設サービス支援課 障害者支援施設担当  
電話 03-5320-4156  FAX 03-5388-1407

【就労移行支援・就労継続支援 A 型、B 型・就労定着支援】
地域生活支援課 就労支援担当   
電話 03-5320-4158  FAX 03-5388-1408

【共同生活援助（GH）・短期入所】
地域生活支援課 居住支援担当     
電話 03-5320-4151  FAX 03-5388-1408

【居宅介護・行動援護・重度訪問介護・同行援護・自立生活援助】
地域生活支援課 在宅支援担当
電話 03-5320-4325  FAX 03-5388-1408

【障害児入所施設・児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援
・居宅訪問型児童発達支援】
施設サービス支援課 児童福祉施設担当   
電話 03-5320-4374  FAX 03-5388-1407

  【重症心身障害児（者）通所事業】
施設サービス支援課 療育担当
電話 03-5320-4376  FAX 03-5388-1407



社会福祉施設等における新型コロナウイルスの感染拡大防止のための留意事項

新型コロナウイルス感染症については、感染源や感染経路が判明していない症例が

増えてきているなど、感染拡大を防止する上で重大な局面を迎えています。

高齢者や障害者は感染症が重度化しやすいことから、社会福祉施設等において、感

染症の予防及びまん延の防止に万全を期していくことが重要です。

これまでも、各施設等には、新型コロナウイルスへの対応を徹底するようお願いし

ているところですが、2 月 22 日に都内の施設職員が新型コロナウイルスに感染する

事例が発生したことを踏まえ、感染拡大防止に向けた留意点を下記の通りまとめまし

たので、徹底していただくようお願いします。

１ 施設に関わる全ての方への対応

〇 面会者等を含め、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消毒

等により、感染経路を断つよう、対策を徹底すること。

〇 各社会福祉施設等の管理者、医師及び看護職員等は、利用者等の状況に注意し、

日頃からの衛生管理等が徹底されるようにするとともに、必要に応じて感染拡大

防止のための適切な措置を講じること。

２ 職員の方への対応（事務職や送迎に携わる職員、ボランティア等を含む）

〇 各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤しないこ

と。（過去に発熱が認められた場合には、解熱後 24時間以上が経過し、呼吸器症

状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。）

〇 管理者は、職員の健康状態を確実に把握するよう努めること。基礎疾患を有す

る者及び妊婦等は、感染した際に重篤化する恐れが高いため、勤務上の配慮を行

うこと。

〇 委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で行

うことが望ましい。施設内に立ち入る場合には、体温を計測してもらい、発熱が

認められる場合には入館を断ること。

別紙



３ 面会者への対応

〇 面会については、感染経路の遮断の観点から、緊急やむを得ない場合を除き、

制限することが望ましい。少なくとも、面会者に体温を計測してもらい、発熱が

認められる場合には入館を断ること。

４ 利用者への対応

〇 利用者に次の症状がある場合には、保健所に設置されている「帰国者・接触者

電話相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。

・ 高齢者や基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患）を抱える者については、

37.5℃以上又は呼吸器症状が 2日以上続いた場合

・ 上記以外の者は、37.5℃以上又は呼吸器症状が 4日以上続いた場合

〇 症状が継続している場合や、医療機関受診後、診断結果の確定までの間につい

ては、次の事項などに留意すること。

・ 疑いがある利用者を原則個室に移すこと。

・ 個室が足りない場合については、同じ症状の人を同室とすること。

・ 疑いのある利用者にケアや処置をする場合には、職員はサージカルマスクを

着用すること。

・ 罹患した利用者が部屋を出る場合はマスクをすること。  等

〇 疑いがある利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当職

員を分けて対応すること。

〇 通所・短期入所等の送迎に当たっては、送迎車に乗車する前に、本人・家族又

は職員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には原則として利用を断る

ものとする。

〇 発熱により利用を断った利用者には、次のとおり対応する。

・ 社会福祉施設等（通所・短期入所等）から当該利用者を担当する居宅介護支

援事業所又は相談支援事業所等（以下「居宅介護支援事業所等」という。）に情

報提供を行う。

・ 当該居宅介護支援事業所等は、必要に応じ、訪問介護等の提供を検討する。

・ 訪問介護等の提供等に際しては、地域の保健所に相談するとともに居宅介護

支援事業所等と連携してサービスを提供すること。

５ 行政への報告

〇 発熱等の症状により感染が疑われる職員や利用者がいる場合には、上記４の

「帰国者・接触者電話相談センター」のほか、他の感染症と同様に、区市町村や

東京都など、予め指示されている連絡先に速やかに報告すること。


